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令和７年度　第８回補正予算総括表

令和７年度　一般会計補正予算目的別内訳

令和７年度　一般会計の事業総括表

令和７年度　一般会計の主な事業内容（個別表）
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令和７年度　第８回補正予算（案）　総括表
令和８年１月２１日提出

五島市総務企画部財政課

会計別補正額

会　　　計　　　名
補　正　前
予  算  額

補 正 補　　　正
予　算　額

補　正　後
予　算　額

対前年度
同期比較号 数

一　　　般　　　会　　　計 35,170,232 106,107 35,276,339 1.2

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国民健康保険事業 5,589,902 0 5,589,902 △1.8

事業勘定 5,169,057 0 5,169,057 △1.9

直営診療施設勘定 420,845 0 420,845 △0.8

介護保険事業 6,207,806 0 6,207,806 1.3

事業勘定 6,163,833 0 6,163,833 1.3

介護サービス事業勘定 43,973 0 43,973 △7.2

後期高齢者医療 689,609 0 689,609 9.9

診療所事業 82,490 0 82,490 20.2

大浜財産区 11,006 0 11,006 57.0

本山財産区 2,179 0 2,179 △23.0

港湾整備事業 152,472 0 152,472 652.8

交通船事業 20,086 0 20,086 △4.9

土地取得事業 11,032 0 11,032 1.4

特別会計 小計 12,766,582 0 12,766,582 1.5

合　　　計 47,936,814 106,107 48,042,921 1.3

水 道 事 業 会 計 1,852,660 0 1,852,660 5.9

収益的支出 976,663 0 976,663 △0.6

資本的支出 875,997 0 875,997 14.3

資本的支出 4,062 0 4,062 45.1

下 水 道 事 業 会 計 12,135 0 12,135 4.6

収益的支出 8,073 0 8,073 △8.3
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【歳　入】

1 市税 3,611,328 千円 0 千円 3,611,328 千円 10.2 ％

2 地方譲与税 271,268 千円 0 千円 271,268 千円 0.8 ％

3 利子割交付金 1,548 千円 0 千円 1,548 千円 0.0 ％

4 配当割交付金 12,673 千円 0 千円 12,673 千円 0.0 ％

5 株式等譲渡所得割交付金 15,717 千円 0 千円 15,717 千円 0.0 ％

6 法人事業税交付金 54,523 千円 0 千円 54,523 千円 0.2 ％

7 地方消費税交付金 846,788 千円 0 千円 846,788 千円 2.4 ％

8 ゴルフ場利用税交付金 4,333 千円 0 千円 4,333 千円 0.0 ％

9 環境性能割交付金 20,048 千円 0 千円 20,048 千円 0.1 ％

10 国有提供施設等所在市助成交付金 24,008 千円 0 千円 24,008 千円 0.1 ％

11 地方特例交付金 11,019 千円 0 千円 11,019 千円 0.0 ％

12 地方交付税 13,968,386 千円 0 千円 13,968,386 千円 39.6 ％

13 交通安全対策特別交付金 3,097 千円 0 千円 3,097 千円 0.0 ％

14 分担金及び負担金 96,859 千円 0 千円 96,859 千円 0.3 ％

15 使用料及び手数料 298,289 千円 0 千円 298,289 千円 0.8 ％

16 国庫支出金 5,293,335 千円 107,989 千円 5,401,324 千円 15.3 ％

17 県支出金 3,677,951 千円 0 千円 3,677,951 千円 10.4 ％

18 財産収入 61,376 千円 0 千円 61,376 千円 0.2 ％

19 寄附金 778,783 千円 0 千円 778,783 千円 2.2 ％

20 繰入金 1,926,535 千円 △ 1,882 千円 1,924,653 千円 5.5 ％

21 繰越金 761,924 千円 0 千円 761,924 千円 2.2 ％

22 諸収入 315,744 千円 0 千円 315,744 千円 0.9 ％

23 市債 3,114,700 千円 0 千円 3,114,700 千円 8.8 ％

35,170,232 千円 106,107 千円 35,276,339 千円 100.0 ％

【歳　出】

1 議会費 194,808 千円 0 千円 194,808 千円 0.6 ％

2 総務費 5,683,695 千円 0 千円 5,683,695 千円 16.1 ％

3 民生費 9,191,249 千円 87,800 千円 9,279,049 千円 26.3 ％

4 衛生費 3,401,371 千円 0 千円 3,401,371 千円 9.6 ％

5 労働費 27,686 千円 0 千円 27,686 千円 0.1 ％

6 農林水産業費 3,288,499 千円 0 千円 3,288,499 千円 9.3 ％

7 商工費 2,671,344 千円 18,307 千円 2,689,651 千円 7.6 ％

8 土木費 2,110,469 千円 0 千円 2,110,469 千円 6.0 ％

9 消防費 1,557,218 千円 0 千円 1,557,218 千円 4.4 ％

10 教育費 2,920,148 千円 0 千円 2,920,148 千円 8.3 ％

11 災害復旧費 102,846 千円 0 千円 102,846 千円 0.3 ％

12 公債費 3,984,009 千円 0 千円 3,984,009 千円 11.3 ％

13 諸支出金 6,890 千円 0 千円 6,890 千円 0.0 ％

14 予備費 30,000 千円 0 千円 30,000 千円 0.1 ％

35,170,232 千円 106,107 千円 35,276,339 千円 100.0 ％

予  算
構成比

令和７年度一般会計補正予算（第８号）

【目的別内訳】

款
補　正　前
予  算  額

補　　　正
予　算  額

補　正　後
予　算　額

予  算
構成比

歳　出　合　計

歳　入　合　計

款
補　正　前
予  算  額

補　　　正
予　算  額

補　正　後
予　算　額
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1 千円 頁

2 千円 頁

3 千円 頁

4 千円 頁

社会福祉課

貨物運送事業者支援事業 9,179 7 商工雇用政策課

地域公共交通等運行事業者支援事業 9,128 6 商工雇用政策課

生活保護費追加給付事業 2,558 5

こども未来課

主な事業(個別表)総括表

事　　業　　名 今回補正額 個別表頁 担当所属課

物価高対応子育て応援手当支給事業 85,242 4
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１　事業名

２　事業概要

【1】対象者

国の物価高対応子育て応援手当の支給対象となる以下の①、②のいずれかに規定する児童手当

の受給者等

① 令和７年９月分の児童手当の受給者

② 令和７年９月３０日の翌日から令和８年３月３１日までの間に出生した児童の父母等

【2】給付額

児童1人当たり2万円

【3】申請方法

申請不要（支給対象世帯へ支給口座、支給額、支給予定日が掲載された確認書を送付）

【4】支給時期

令和８年２月下旬以降支給開始予定

【5】事業費 千円

① 給付金　84,520千円

20千円×4,226名＝84,520千円

② 事務費　722千円

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課 福祉保健部　こども未来課

児童措置費（報酬、職員手当等、需用費、

役務費、負担金、補助及び交付金）

-
（物価高対応子育て応援手当支給事業費）

7 頁 歳出 民生費 85,242 -

6 頁 歳入 国庫支出金
民生費国庫補助金

85,242

0

今回補正額 85,242

予算書 区分 款 説　明 予算額 摘要

計 85,242 85,242 0 0 0

85,242 0 0 0

その他 一般財源

0

0

補正前の額 0 0 0 0 0

主　な　事　業　内　容　【個別表】

物価高対応子育て応援手当支給事業

　物価高の影響が長期化する中、その影響を強く受けている子育て世帯を力強く支援し、子どもたち

の健やかな成長を応援するため物価高対応子育て応援手当の支給等に要する経費８５，２４２千円を

計上する。

85,242

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債
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１　事業名

２　事業概要

【1】対象者

平成２５年８月から令和８年３月までの間に生活保護を受給していた世帯

【2】今後の予定

① 生活保護を現在受給中の世帯

(1) R8.1月～3月：対象世帯の抽出

(2) R8.3月：世帯ごとに個別算定、給付準備

(3) R8.4月：一括給付

※追加給付予算については、次年度予算で計上予定

② 生活保護を過去に受給していた世帯

(1) R8.4月～：対象世帯からの申請→調査→給付を随時行う

※追加給付予算については、次年度予算で計上予定

【3】事務費 千円

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課 福祉保健部　社会福祉課

-
（生活困窮者就労準備支援事業費）

7 頁 歳出 民生費
生活保護総務費（職員手当等、需用費、

2,558 -
負担金、補助及び交付金）

6 頁 歳入 国庫支出金
民生費国庫補助金

2,558

0

今回補正額 2,558

予算書 区分 款 説　明 予算額 摘要

計 2,558 2,558 0 0 0

2,558 0 0 0

その他 一般財源

0

0

補正前の額 0 0 0 0 0

主　な　事　業　内　容　【個別表】

生活保護費追加給付事業

　令和７年６月に最高裁の判決により、平成２５年生活扶助基準額の改定が違法であるとの判決が下

され、平成２５年８月から令和８年３月分の生活保護費について、追加給付を行う必要があるため、

追加給付に要する経費２，５５８千円を計上する。

2,558

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債
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１　事業名

２　事業概要

【1】地域公共交通等運行事業者支援事業費補助金 千円

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課 産業振興部　商工雇用政策課

うち9,128
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

7 頁 歳出 商工費
商工業振興費

9,128 -
（負担金、補助及び交付金）

6 頁 歳入 国庫支出金
総務費国庫補助金

20,189

0

予算書 区分 款 説　明 予算額 摘要

計 9,128 9,128 0 0 0

0

今回補正額 9,128 9,128 0 0 0 0

補正前の額 0 0 0 0 0

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債 その他 一般財源

運転代行 16千円 　4千円×4台＝16千円

合計 9,128千円

貸切バス 546千円 　39千円×14台＝546千円

タクシー 711千円 　9千円×79台＝711千円

海上タクシー 1,700千円 　100千円×17隻＝1,700千円

路線バス 1,715千円 　49千円×35台＝1,715千円

フェリー 2,760千円 　1,380千円×2隻＝2,760千円

ジェットフォイル 1,680千円 　840千円×2隻＝1,680千円

主　な　事　業　内　容　【個別表】

地域公共交通等運行事業者支援事業

　市民生活や地域経済を支える重要なインフラである陸上及び海上交通を維持するため、物価高騰に

より厳しい経営環境にある地域公共交通等運行事業者に対する支援金９，１２８千円を計上する。

9,128

種類 補助金額 積算内容
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１　事業名

２　事業概要

【1】貨物運送事業者支援事業費補助金 千円

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課 産業振興部　商工雇用政策課

うち9,179
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

7 頁 歳出 商工費
商工業振興費

9,179 -
（負担金、補助及び交付金）

6 頁 歳入 国庫支出金
総務費国庫補助金

20,189

0

予算書 区分 款 説　明 予算額 摘要

計 9,179 9,179 0 0 0

0

今回補正額 9,179 9,179 0 0 0 0

補正前の額 0 0 0 0 0

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債 その他 一般財源

合計 9,179千円

貨物用軽自動車 1,520千円 　19千円×80台＝1,520千円

ＲＯＲＯ船 4,350千円 　2,175千円×2隻＝4,350千円

貨物用普通車
けん引車

3,192千円 　19千円×168台＝3,192千円

貨物用小型車 117千円 　9千円×13台＝117千円

主　な　事　業　内　容　【個別表】

貨物運送事業者支援事業

　地域経済を支える重要なインフラである物流を維持するため、物価高騰により厳しい経営環境にあ

る市内貨物運送事業者に対する支援金９，１７９千円を計上する。

9,179

種類 補助金額 積算内容
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